
宮崎県の循環器病対策の推進について
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宮崎県循環器病対策推進協議会

日時：2024年7月4日（木）18:30～20:00
場所：宮崎県防災庁舎5階 防53号室

資料１



・脳卒中・心臓病等総合支援センターモデル事業

・循環器病人材育成事業

・啓発・予防の取組
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脳卒中・心臓病等総合支援センターモデル事業
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脳卒中・心臓病等総合支援センターモデル事業
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脳卒中・心臓病等総合支援センターモデル事業

応募期間（令和6年1月25
日～2月22日）に、22医療
機関（18都道府県）から応
募があり、3都県（東京都、

静岡県、沖縄県）は、複数
医療機関での応募であっ
た。

書面審査の結果、12都道
府県が採択となる。

令和６年度採択医療機関一覧



・脳卒中・心臓病等総合支援センターモデル事業

・循環器病人材育成事業

・啓発・予防の取組
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令和５年度宮崎県循環器病対策推進協議会にて

ー優先的に取り組むべき事項ー

●急性期から回復期・維持期までの切れ目

ない医療提供体制の充実を図る

⇒人材の育成（例：心不全療養指導士・心臓リハビリテーション指導士）

（令和６年度からの計画における取組を検討）
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循環器病人材育成事業
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循環器病人材育成事業
ー心不全療養指導士（日本循環器学会による認定制度）ー

超高齢社会を迎えて心不全患者が急増

心不全患者を包括的に支援する

チーム医療の実施が不可欠

日本循環器学会が主体となり

「心不全療養指導士」資格を2021年に創設

１．制度設立背景

一般社団法人 日本循環器学会HP引用
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①心不全の発症・進展の予防の重要性を理解し、その予防や啓発のため
の活動に参画することができる

②心不全の概念や病態、検査、治療について理解し、それをもとに病状な
どを把握することができる

③心不全の進展ステージに応じた予防・治療を理解し、基本的かつ包括的
な療養指導を実施することができる

④医療機関あるいは地域での心不全に対する診療において、医師や他の
医療専門職と円滑に連携し、チーム医療の推進に貢献することができる

⑤心不全患者に対する意思決定支援と緩和ケアに関する基本的知識を有
している

２．求められる役割

循環器病人材育成事業
ー心不全療養指導士（日本循環器学会による認定制度）ー

一般社団法人 日本循環器学会HP引用
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３．認定試験実績（令和６年５月現在）

循環器病人材育成事業
ー心不全療養指導士（日本循環器学会による認定制度）ー

２０２０年 ２０２１年 ２０２２年 ２０２３年

試験日 12月20日（日） 12月19日（日） 12月18日（日） 12月17日（日）

受験者数 1,979人 1,914人 2,039人 1,864人

合格者数 1,771人 1,649人 1,871人 1,312人

合格率 89.49% 86.15% 91.76% 70.39%

一般社団法人 日本循環器学会HP引用
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４．宮崎県における認定試験実績（令和６年５月現在）

循環器病人材育成事業
ー心不全療養指導士（日本循環器学会による認定制度）ー

２０２１年 ２０２２年 ２０２３年

受験者数 21人 20人 13人

合格者数 19人 15人 13人

合格率 90.5% 75.0% 100%

一般社団法人 日本循環器学会提供
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５．宮崎県の取得状況（令和６年５月現在）

循環器病人材育成事業
ー心不全療養指導士（日本循環器学会による認定制度）ー

心不全
療養指導士数

人口10万人
当たり

宮崎県 42 4.04

福岡県 416 8.15

熊本県 144 8.43

佐賀県 32 4.03

長崎県 88 6.95

大分県 90 8.21

鹿児島県 58 3.75

沖縄県 57 3.88

〇人口１０万人当たりの取得
状況をみると、九州管内では、
熊本県が一番多く、宮崎県
は長崎県に次いで５番目で
ある。

一般社団法人 日本循環器学会HP引用
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６．宮崎県の職種別取得状況（令和６年５月現在）

循環器病人材育成事業
ー心不全療養指導士（日本循環器学会による認定制度）ー

看護師 薬剤師 管理栄養士 理学療法士 作業療法士 合計

人数 18 6 4 13 1 42

割合 42.9 14.3 9.5 31.0 2.3 100

〇宮崎県では、看護師の取得が一番多い。

〇九州管内においても、看護師の取得が一番多い傾向にあり、
次いで、理学療法士、薬剤師となっている。

〇九州管内でみると、上記職種以外にも、臨床工学技士、臨床
検査技師、社会福祉士、公認心理士による資格取得があった。

一般社団法人 日本循環器学会HP引用
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循環器病人材育成事業
ー心臓リハビリテーション指導士

（日本心臓リハビリテーション学会による認定制度）ー

心臓手術の進歩等により早期離床・早期退院
が可能となり包括的リハビリが必要

医療専門職間の連携やチーム医療が不可欠

日本心臓リハビリテーション学会が主体となり

「心臓リハビリテーション指導士」資格を2000年に創設

１．制度設立背景

特定非営利活動法人 日本心臓リハビリテーション学会HP引用
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①包括的心臓リハビリを通じて循環器疾患の治療ならびに
再発予防とQOL向上に貢献

②心臓リハビリの技術や考え方は、あらゆる動脈硬化性疾患の発症予
防(一次予防)から治療ならびに再発予防（二次予防）に至るまで幅広く
カバー

③脳血管疾患患者に対しても動脈硬化の進展予防という視点から患
者教育ができるのは心臓リハビリ指導士のみ

④運動に伴う循環動態の変化を理解でき、安全かつ効果的に患者に
継続性のある運動や生活指導ができる

２．今後の展望

循環器病人材育成事業
ー心臓リハビリテーション指導士

（日本心臓リハビリテーション学会による認定制度）ー

特定非営利活動法人 日本心臓リハビリテーション学会HP引用
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３．認定試験実績（令和６年５月現在）

２０１９年 ２０２１年 ２０２２年 ２０２３年

試験日
7月15日（日）
（大阪）

8月15日（日）
（大阪）

8月7日（日）
（東京）

7月17日（月）
（神奈川）

受験者数 948 1,167 666 653

合格者数 697 881 524 463

合格率 73.5% 75.5% 78.7% 70.9%

循環器病人材育成事業
ー心臓リハビリテーション指導士

（日本心臓リハビリテーション学会による認定制度）ー

特定非営利活動法人 日本心臓リハビリテーション学会HP引用
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４．宮崎県における認定試験実績（令和６年５月現在）

２０１９年 ２０２１年 ２０２２年 ２０２３年

受験者数 6 9 9 7

合格者数 4 8 7 4

合格率 66.7% 88.9% 77.8% 57.1%

循環器病人材育成事業
ー心臓リハビリテーション指導士

（日本心臓リハビリテーション学会による認定制度）ー

特定非営利活動法人 日本心臓リハビリテーション学会提供
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５．宮崎県の取得状況（令和６年５月現在）

心臓リハビリ
テーション指導士

人口10万人
当たり

宮崎県 48 4.61

福岡県 444 8.69

熊本県 172 10.07

佐賀県 43 5.41

長崎県 111 8.77

大分県 100 9.12

鹿児島県 94 6.07

沖縄県 94 6.40

〇人口１０万人当たりの取得
状況をみると、九州管内では、
熊本県が一番多く、宮崎県
は一番少ない。

循環器病人材育成事業
ー心臓リハビリテーション指導士

（日本心臓リハビリテーション学会による認定制度）ー

特定非営利活動法人 日本心臓リハビリテーション学会HP引用
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６．宮崎県の職種別取得状況（令和６年５月現在）

医師 看護師 理学療法士 作業療法士 合計

人数 14 2 31 1 48

割合 29.2 4.2 64.6 2.0 100

〇宮崎県では、理学療法士の取得が一番多い。

〇九州管内においても、理学療法士の取得が一番多い傾向に
あり、次いで、医師となっている。

循環器病人材育成事業
ー心臓リハビリテーション指導士

（日本心臓リハビリテーション学会による認定制度）ー

特定非営利活動法人 日本心臓リハビリテーション学会HP引用



令和６年度より

県内の心血管疾患に関する医療提供体
制の充実のため、心不全療養指導士また
は心臓リハビリテーション指導士の養成の
ための経費を負担する医療機関への補助
を通じ、心血管疾患に携わる医療従事者
への人材育成の支援を行う。
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循環器病人材育成事業
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心不全療養指導士における事業スキーム

循環器病人材育成事業

①助成金申請

②助成金支払

③補助金申請

④補助金支払

受験者 医療機関 宮崎県

補助対象経費：資格の取得に際し助成した受講料、審査料及び資料代
補助率：２分の１以内（ただし一人当たりの上限額は12,500円）



23

心臓リハビリテーション指導士における事業スキーム

循環器病人材育成事業

①助成金申請

②助成金支払

③補助金申請

④補助金支払

受験者 医療機関 宮崎県

補助対象経費：①資格の取得に際し助成した受講料、審査料及び資料代
②資格の取得に際し助成した旅費

補助率：２分の１以内（ただし一人当たりの上限額は、以下のとおりとする。）
① 12,500円
② 37,500円



・脳卒中・心臓病等総合支援センターモデル事業

・循環器病人材育成事業

・啓発・予防の取組
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啓発・予防の取組

令和５年度宮崎県循環器病対策推進協議会にて

ー委員よりー

「予防」が大事。委員が意見を持ち寄り、宮崎で取り
組める予防について議論するのはどうか。

令和６年度における

循環器病予防の取組の検討
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啓発・予防の取組

一次予防 二次予防 三次予防

生活習慣を改善し
て健康を増進し、
生活習慣病等を予
防すること

疾病を早期に発見
し、早期に治療す
ること

疾病が発症した後、
必要な治療を受け、
機能の維持・回復
を図るとともに再
発・合併症を予防
すること

循環器病対策推進基本計画より引用

循環器病対策推進基本計画 概要より引用
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啓発・予防の取組

一次予防

●生活習慣（栄養・食生活、身体活動・運動、喫煙、飲酒、
 歯・口腔の健康など）の改善

本県の取組

・生活習慣改善のための普及啓発
・食生活や運動習慣改善、受動喫煙防止の
  環境づくり
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啓発・予防の取組

【令和５年度取組実績】

普及啓発の状況

●栄養・食生活
  食塩摂取量の減少、野菜摂取量の増加
  適正体重
●身体活動・運動

  日常生活でプラス１０分
●喫煙

  禁煙外来等紹介、受動喫煙防止
●飲酒

  適正摂取量（目安）の情報発信
●歯・口腔

  定期歯科健診の啓発
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啓発・予防の取組

【令和５年度取組実績】

普及啓発の状況

●各種ＳＮＳやマスメディアを活用した情報発信
●イベントにおける啓発

  パネル展示、動画、デモンストレーション、
  啓発資材配布等
●民間企業等と連携したセミナーの実施
●尿中Na・K比を活用した健康教育の実証事業
●子どもに対する各学校における取組
保健体育科等における規則正しい生活習慣の授業、
生活習慣チェックリストや各種たより等（家庭との連携）
栄養教諭による食（栄養）に関する授業、弁当の日の実施等   
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啓発・予防の取組

【令和５年度取組実績】

環境づくりの状況

●食生活環境
  ベジ活応援店登録制度、応援店の利用キャンペーン
  コンビニと連携したバランスのとれた食習慣推進
  適切な塩分摂取量（適塩）の情報発信を行う企業の登録
●運動環境

  県内イベントに体験型ブースの出展
●受動喫煙防止

  各保健所における相談・指導  
●人材育成

  特定健診・保健指導従事者
  食生活・運動のボランティア
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啓発・予防の取組

【令和６年度以降の新たな取組】

●食生活環境
  こっそり適塩プロジェクト   
●運動環境

 「健康づくりのための身体活動・運動ガイド２０２３」の普及 
 運動の要素を取り入れたイベント実施の増加
●受動喫煙防止

  ５月３１日にイエローグリーンの県庁ライトアップ
●飲酒

  「健康に配慮した飲酒に関するガイドライン」の普及
●歯・口腔

  企業等における歯科健診・指導の体験実施
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啓発・予防の取組

早期発見・早期治療のため、
●特定健康診査の実施 ●特定保健指導の実施

本県の取組

二次予防

・特定健診実施率向上対策事業（国保）
・国保広報事業
・保険者協議会における普及啓発事業等
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啓発・予防の取組

【令和５年度取組実績】

特定健診の状況

特定健診広報月間
（５月、１０月）

＜特定健診実施率（市町村国保）＞
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啓発・予防の取組

【令和５年度取組実績】

特定健診実施率向上対策事業（国保）

●１５市町を対象に実施。

●特定健診未受診者の健康意識や状況にあわせたパターン別
 に受診勧奨。

令和５年５月時点 令和６年５月時点

３６．９％ ３８．６％
１．７ポイント増↑

＜市町村国保（２６市町村）特定健診実施率（速報値）＞
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啓発・予防の取組

【令和５年度取組実績】

国保広報事業

●テレビCM、YouTube広告、SNS広告
（LINE、Instagram、Facebook）

放送月 内容

５月・１０月 特定健診の受診促進

８月 歯科健診

９月 がん検診

１１月 適正服薬

１２月 食事に関すること

１月 感染症予防

２月 運動に関すること
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啓発・予防の取組

【令和５年度取組実績】

保険者協議会の取組～特定健診・保健指導関連～

●特定健診等に係る受診率向上のための普及啓発事業
●特定保健指導プログラム研修等事業
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啓発・予防の取組

【令和６年度取組予定】

• 16市町を対象に実施

特定健診実施率向上対策事業（国保）

• 新規素材作成（食事に関すること、国保制度関連）

• TVerを活用した広報

国保広報事業

• 新規素材の作成

• TVerを活用した広告

• 啓発グッズ作成（ポスター、ウェットティッシュ）

保険者協議会における普及啓発事業等
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啓発・予防の取組

三次予防

●疾病が発症した後、必要な治療を受け、機能の維持・回
復を図るとともに再発・合併症を予防する

本県の取組

・都城市郡医師会病院が実施する高度急性期病床の整備をはじめとす
る「心臓・脳血管センター」整備の支援事業

・救急医療機関の機能分化・連携を促進するため、脳卒中や急性心筋
梗塞の救急医療拠点となっている医療機関の機能強化を図るために必
要な設備整備支援事業

（一部抜粋）
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啓発・予防の取組

【令和６年度以降の新たな取組】

●循環器病人材育成事業
（心不全療養指導士、心臓リハビリテーション指導士）
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啓発・予防の取組

病気に関する啓発

●循環器病の正しい知識の普及啓発

本県の取組

・循環器病に関係するイベント等を通じた普及啓発

・循環器病に関する県民公開講座
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啓発・予防の取組

【令和５年度取組実績】

10月29日世界脳卒中デー

〇県ホームページにて周知
〇県庁ライトアップ
〇県政けいじばん掲載
（宮崎日日新聞、朝日新聞、
毎日新聞、読売新聞、夕刊デイリー）
〇県政テレビ番組
おしえて！みやざき（MRT）

〇県政ラジオ番組
Todayみやざき（FM宮崎）

〇宮崎県広報
X、Twitter、Instagram

（世界脳卒中機構）
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啓発・予防の取組

【令和５年度取組実績】

3月9日脈の日

〇県ホームページにて周知
〇県庁ライトアップ

8月10日ハートの日

〇県ホームページにて周知
〇県政けいじばん
（宮崎日日新聞、朝日新聞、
毎日新聞、読売新聞、夕刊デイリー）
〇宮崎県広報
Ｘ、Twitter

〇健康増進課広報
Instagram

（日本脳卒中協会）

（日本心臓財団が提唱。「健康ハートの日」プロジェクトは、日本心臓財団、日本循環器学会、日本循環器協会、
日本AED財団の四団体で共催）
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啓発・予防の取組

【令和５年度取組実績】

循環器病県民公開講座

●県政けいじばん、県ホームページにて
開催周知、各市町村にも周知依頼
●参加者数 ５２名
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啓発・予防の取組

【令和６年度以降の新たな取組】

第２回宮崎県循環器病

県民公開講座

〇脳卒中のはなし
〇心血管疾患のはなし
〇運動のはなし
〇食事のはなし

企業と連携し開催
〇周知の充実
→参加者数の増加
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